様式第１号

年　　 月　 　日

山田町長　様

	郵便番号
	
	
	
	
	
	
	
	

	現住所
[住民票住所]
	

	被災時住所
	

	フリガナ
	

	申請者
氏　名
	
	㊞

	電話番号
	

	携帯電話番号
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


生活再建住宅支援事業補助金交付承認申請書

生活再建住宅支援事業補助金交付を受けたいので、生活再建住宅支援事業補助金交付要綱第７の規定に基づき申請します。

記

１　補助金交付額申請額　金　　　　　　　　　　千円

２　交付申請額内訳

	対象事業
	事業費

	利子補給
	補修
	千円

	
	既往住宅債務
	千円

	被災住宅
	千円

	被災宅地
	千円

	復興住宅新築
	千円


備考　この様式に別紙１、別紙２、別紙３及び別紙４を合わせたものが交付申請書である。

（添付資料）

別紙１　利子補給補助内訳表

別紙２　被災住宅改修等工事補助内訳表

別紙３　被災宅地復旧工事補助内訳表
別紙４　復興住宅新築補助内訳表

別紙１－１

利子補給（新住宅債務）
※補修、改修または既往住宅債務の申請時に記入して下さい。
	借入先
	・住宅金融支援機構
・民間金融機関（銀行等名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	借入日
	　　　　　　年　　　月　　　日（平成23年3月11日以降のみ対象）

	金利種別
	・変動金利
・固定金利（　　　）年
	返済方式
	・元利均等
・元金均等

	契約利率
	％
	利子補給対象利率
	％

	借入額
	円
	利子補給対象借入額
	円

	融資

内訳
	毎月分
	円
	第1回返済日
	　　　年　　　月　　　日

	
	ボーナス分
	円
	ボーナス返済月
	あああ月　・　　　　月

	約定返済日
	日
	返済期間
	　　　年　　　月　　　日から
　　　年　　　月　　　日まで

	被害区分
	全壊　・　大規模半壊　・　半壊　・　一部損壊

	住宅再建の内容
	新築、購入　・　補修、改修

	既往住宅債務の有無
	有　・　無
※既往住宅債務の申請の場合は、下記の記入も必要です。


別紙１－２

利子補給（既往住宅債務）
※既往住宅債務の申請時に記入して下さい。
	借入先
	

	借入日
	　平成　　　年　　　月　　　日（平成23年3月11日以前のみ対象）

	金利種別
	・変動金利
・固定金利（　　　）年
	返済方式
	・元利均等
・元金均等

	契約利率
	％
	利子補給対象利率
	％

	借入額
	円
	利子補給対象借入額
	円

	融資

内訳
	毎月分
	円
	第1回返済日
	平成　　　年　　　月　　　日

	
	ボーナス分
	円
	ボーナス返済月
	あああ月　・　　　　月

	約定返済日
	日
	返済期間
	　　　年　　　月　　　日から
　　　年　　　月　　　日まで


様式第６号
年　　月　　日

金融機関　　　　　　　　　　　　　　様

	郵便番号
	
	
	
	
	
	
	
	

	現住所
[住民票住所]
	

	フリガナ
	

	申請者
氏　名
	
	㊞

	電話番号
	

	携帯電話番号
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


借入金償還済証明願

私の住宅再建資金に係る借入金について次のとおり償還済であることを証明願います。

記
□　新住宅債務　（1/1～12/31まで年単位での算定となります。）
	償還回数
	償還日
	償還額
	償還回数
	償還日
	償還額

	第　　回
	年 　月　 日
	円
	第　　回
	年 　月　 日
	円

	第　　回
	年 　月　 日
	円
	第　　回
	年 　月　 日
	円

	第　　回
	年 　月　 日
	円
	第　　回
	年 　月　 日
	円

	第　　回
	年 　月　 日
	円
	第　　回
	年 　月　 日
	円

	第　　回
	年 　月　 日
	円
	第　　回
	年 　月　 日
	円

	第　　回
	年 　月　 日
	円
	第　　回
	年 　月　 日
	円


□　既往住宅債務（既往債務の返済予定表がある場合は、新債務の契約日を基準日とします。それ以外の場合は、新債務の契約日の前月末を基準日とします。）
	基準日現在の融資残高
	融資利率
	償還期限

	円
	％
	年　　月


-------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------

借入金償還済証明書

　　上記申請について確認の結果、証明願内容に相違ないことを証明します。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　　月　　　日

金融機関
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
別紙２－１

被災住宅（補修・改修）
	住宅の所在地
	下閉伊郡山田町　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	補助内容

※（　）内はメニューごとの
限度額（千円）
	申請額（千円）

	
	一部
損壊
	半壊
	大規模半壊
	全壊

	
	
	応急修理利用有
	応急修理利用無
	応急修理利用有
	応急修理利用無
	応急修理利用有
	応急修理利用無

	1.補修
	
	(300)
	
	
	
	
	
	
	

	2.改修
	①耐震
改修
	(600)
	
	
	
	
	
	
	

	
	②バリアフリー
改修
	(600)
	
	
	
	
	
	
	

	
	③県産材使用
改修
	(200)
	
	
	
	
	
	
	

	申請額計
（千円未満切捨て）
	
	
	
	
	
	
	


応急修理：災害救助法に基づく応急修理制度（上限52万円）
別紙２－１
被災住宅（補修）
	住宅の
所在地
	下閉伊郡山田町　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	補修工事

（計画）
	工事内容
	工事の概要

	
	
	

	工事期間
	着工（予定）
	　　年　　月　　日

	
	完了（予定）
	　　年　　月　　日

	申　請　額
補助対象経費（10万円以上）の1/2と
限度額のいずれか小さい額
※千円未満切捨て
	千円


別紙２－２
被災住宅（耐震改修）
	住宅の
所在地
	下閉伊郡山田町　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	構造
	　　　　　　造　（一部　　　　　　　　　造）

	床面積
	１階
	２階
	３階
	合計

	
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡

	改修工事

（計画）
	改修前の

評価点※
	
	X方向
	Y方向

	
	
	１階
	
	

	
	
	２階
	
	

	
	
	３階
	
	

	
	改修後の

評価点※
	
	X方向
	Y方向

	
	
	１階
	
	

	
	
	２階
	
	

	
	
	３階
	
	

	
	改修

設計者
	氏名

　資格　（　　　）級建築士（　　　）登録　第（　　　）号

所属建築士事務所名

　（　　　）級建築士事務所　岩手県　登録　第（　　　）号

	工事期間
	着工（予定）
	　　年　　月　　日

	
	完了（予定）
	　　年　　月　　日

	申　請　額
補助対象経費（10万円以上）の1/2と
限度額のいずれか小さい額
※千円未満切捨て
	千円


※　評価点には、現状の耐震性を確認した方法又は耐震改修計画における以下の数値を記入すること。

　　　耐震診断の場合：上部構造評点、構造耐震指標（Iw、Is）

　　　壁量計算の場合：（存在壁量／必要壁量）の値

　　　構造計算の場合：（許容応力度／部材応力度）の最小値（許容応力度計算の場合。保有水平耐力計算の場合は、（保有水平耐力／必要保有水平耐力）の最小値）
別紙２－３
被災住宅（バリアフリー改修）
	住宅の所在地
	下閉伊郡山田町　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	改修工事

（計画）
	工事概要
	工事箇所及び内容

	
	①　手摺の取り付け
	

	
	②　床段差の解消
	

	
	③　滑りの防止及び
　移動の円滑化等の
　ための床又は通路
　面の材料の変更
	

	
	④　引き戸等への扉
　の取替え
	

	
	⑤　洋式便器等への
　便器の取替え
	

	
	⑥　その他①から⑤
　の住宅改修に付帯
して必要となる住
宅改修
	

	工事期間
	着工（予定）
	　　年　　月　　日

	
	完了（予定）
	　　年　　月　　日

	申　請　額
補助対象経費（10万円以上）の1/2と
限度額のいずれか小さい額
※千円未満切捨て
	千円


別紙２－４
被災住宅（県産材使用改修）
	住宅の所在地
	下閉伊郡山田町　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	部位名
	材　種
	木材使用量

（㎥）
	うち県産材

（㎥）
	備　考

	軸組類
	柱
	
	㎥
	㎥
	

	
	梁・桁類

(敷桁・軒桁・間仕切桁等)
	
	㎥
	㎥
	

	
	その他

（）
	
	㎥
	㎥
	

	床組類
	火打梁・床束・大引等
	
	㎥
	㎥
	

	
	根太類
	
	㎥
	㎥
	

	
	その他

（）
	
	㎥
	㎥
	

	小屋組類
	棟木・母屋・隅木等
	
	㎥
	㎥
	

	
	たる木
	
	㎥
	㎥
	

	
	その他

（）
	
	㎥
	㎥
	

	その他
	
	
	㎥
	㎥
	

	
	
	
	㎥
	㎥
	

	合　　計
	①
	②
	

	
	㎥
	㎥
	

	工事期間
	着工（予定）
	　　　年　　　月　　　日

	
	完了（予定）
	　　　年　　　月　　　日

	申　請　額
補助対象経費（10万円以上）の1/2と
限度額のいずれか小さい額
※千円未満切捨て
	千円


別紙３
被災宅地
	施工場所
	山田町　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	被災宅地所有者氏名
	
	電話番号
	       －   　  －  　   

	被災宅地所有者住所
	

	被災宅地の被災状況
(安全性が損なわれている事の説明)
	該当にレ点をしてください。

□浸水 □陥没 □隆起 □地割れ □液状化 □既存擁壁の破損 □その他

	
	

	復旧工事内容
	

	工事施工者
	名称
	

	
	所在地
	

	工事の期間
	着手
	　　　年　　　月　　　日

	
	完了
	　　　年　　　月　　　日

	申　請　額
補助対象経費（10万円以上）の1/2と
限度額のいずれか小さい額
※千円未満切捨て
	千円


別紙４
復興住宅新築（バリアフリー対応・県産材使用）
	所在地及び工事期間

	住宅の所在地
	山田町　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	工事期間
	着工（予定）
	　　年　　月　　日

	
	完了（予定）
	　　年　　月　　日

	内訳表

	補助内容

（　）内はメニューごとの額（定額）
	申請額（千円）

	１　ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ対応
	①床面積75㎡未満
	(400)
	千円

	
	②床面積75㎡以上120㎡未満
	(600)
	千円

	
	③床面積120㎡以上
	(900)
	千円

	２　県産材使用

※10㎥未満は対象と
なりません。
	①10㎥以上20㎡未満使用
	(200)
	千円

	
	②20㎥以上30㎡未満使用
	(300)
	千円

	
	③30㎥以上使用
	(400)
	千円

	申請額計
（千円未満切捨て）
	千円


※　床面積：建築基準法施行令第2条第1項第4号による延べ面積（各階の床面積の合計）とする。
別紙４－１

復興住宅新築（バリアフリー対応）
	新築・既存の別
	評価書等の種類
	採用した評価

（○を付すこと）

	新築住宅
	設計住宅性能評価書
	

	
	建設住宅性能評価書
	

	
	証明書（任意評価）
	

	既存住宅
	建設住宅性能評価書
	

	
	証明書（任意評価）
	


※評価書又は証明書は、評価方法基準（平成13年国土交通省告示第1347号）第5の9の9-1(3)ハ等級3又は同(4)ハ等級3を満たすものに限る。
別紙４－２

復興住宅新築（県産材使用）
	部位名
	材　種
	木材使用量

㎥
	うち県産材

㎥
	備　考

	軸組類
	柱
	
	
	
	

	
	梁・桁類

(敷桁・軒桁・間仕切桁等)
	
	
	
	

	
	その他

（）
	
	
	
	

	床組類
	火打梁・床束・大引等
	
	
	
	

	
	根太類
	
	
	
	

	
	その他

（）
	
	
	
	

	小屋組類
	棟木・母屋・隅木等
	
	
	
	

	
	たる木
	
	
	
	

	
	その他

（）
	
	
	
	

	その他
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	合　　計
	
	
	

	
	㎥
	㎥
	


別紙４－３

１　被災住宅での居住者一覧

	名　　前
	生　年　月　日
	住　　所

	
	年　　　月　　　日
	

	
	年　　　月　　　日
	

	
	年　　　月　　　日
	

	
	年　　　月　　　日
	

	
	年　　　月　　　日
	

	
	年　　　月　　　日
	

	
	年　　　月　　　日
	

	
	年　　　月　　　日
	


２　移転予定者一覧

	名　　前
	生　年　月　日

	
	年　　　月　　　日

	
	年　　　月　　　日

	
	年　　　月　　　日

	
	年　　　月　　　日

	
	年　　　月　　　日

	
	年　　　月　　　日

	
	年　　　月　　　日

	
	年　　　月　　　日


